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＜論点＞
１ 法の目的（第１条）や理念（第３条）について、現在の状況に鑑みてその妥当性をどう考えるか。また、こども基
本法やこどもの権利条約、ウェルビーイング概念との関連付けをどう考えるか。
２ 諸外国では法律等により一律に青少年の使用を規制する動きもみられている一方で、我が国で同様の法令整備を行
うことについてどのように考えるか。
３ リスクの多様化に対して、整備法で定められる方策、すなわち、①教育・啓発活動の推進（第３章）、②フィルタ
リングの推進（第４章）の二軸による対応で十分といえるか。現行法上、フィルタリングは「青少年有害情報の閲覧
を制限するためのプログラム」と定義されているところ、この機能を求める枠組みで十分か。また、その前提として、
どのような「リスク」を整備法の射程と捉えるべきか。
４ 法第２条第４項における「青少年有害情報」について、諸外国の対応状況等も注視しながら、多様化してきたリス
クに対応する形で、例えば、例示の範囲を拡大させる、同項各号の例示を定義とする等についてどう考えるか。
５ 現行において義務が課されている携帯電話事業者と、それ以外のＳＮＳや動画共有サービス、アプリストア、ゲー
ム、ライブ配信等のプラットフォーム事業者を含むステークホルダー間の役割分担のリバランスが必要であることに
ついてどう考えるか。
６ 法第21条ないし第23条の特定サーバー管理者の努力義務の履行をより促し、あるいはさらなる法的対応を行うこ
とを含め、誰がどのようなリスクに対応してどのような対応を担うのか、諸外国の例、国内の法令による対応を踏ま
えつつ、実態の把握を行うとともに、これを踏まえた検討を進めることについてどう考えるか。
７ 一定規模のＳＮＳ等のプラットフォーム事業者を含む特定サーバー管理者に対して、様々な年齢確認方法、例えば
携帯電話事業者からの年齢情報の提供や、ＡＩによる年齢判定等を求めることについて、実現可能性や諸外国の例を
見極めつつ、その是非、法的根拠をどう考えるか。
８ 法における規律の実効性を確保するための仕組みの必要性をどう考えるか。

（◎こども家庭庁、総務省、経済産業省）

「課題と論点の整理」（抄）
＜課題＞
スマートフォンの普及等に伴い、青少年を取り巻くリスクが非常に多様化してきている中で、青少年インターネット
環境整備法が時代にあわなくなっている。
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 「青少年インターネット環境の整備等に関する検討会」の下に新WGを設置。

 原則公開。ただし、議論の内容によっては一部非公開。

 構成員（事務局：こども家庭庁）

青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WGについて

 「青少年インターネット環境の整備等に関する検討会」の下に新たにWGを設置し、青少年インターネット環境整備法の今後の在り方
等を検討する。１月から月１回程度開催、７月頃に中間整理を取りまとめる予定。

 なお、本ＷＧでは、こども・若者の意見をしっかり聞きながら議論を進めていくため、通常開催とは別に中高生と構成員の意見交換
セッションも開催予定。

青少年インターネット環境の整備等に関する検討会 青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討ＷＧ

上沼 紫野 弁護士・（一社）安心ネットづくり促進協議会 理事
◎ 曽我部 真裕 京都大学大学院法学研究科 教授
竹内 和雄 兵庫県立大学環境人間学部 教授
櫻井 鼓 追手門学院大学大学院心理学研究科 教授

岸原 孝昌 （一社）モバイル・コンテンツ・フォーラム 専務理事
山本 龍彦 慶応義塾大学法科大学院法務研究科 教授
柳元 陽夏 大学生 （埼玉大学）

<その他ヒアリング＞
リテラシー向上の取組をしている若手クリエイター、プラットフォーム事業者、精神科医師、業界団体 等

＜オブザーバー＞
関係府省庁（内閣府・警察庁・消費者庁・総務省・法務省・文部科学省・厚生労働省・経済産業省・公正取引委員会・個人情報保護委員会事務局・
デジタル庁 ）、 業界団体（一般社団法人電気通信事業者協会、一般社団法人テレコムサービス協会、一般社団法人ソーシャルメディア利用環境整備機
構、一般社団法人電子情報技術産業協会）
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第１回：1/19
・現状の整理
・「課題と論点の整理」論点１（法目的、理念）、論点２（SNS規制）
・今後の進め方
第２回：2/27
・「課題と論点の整理」論点３（リテラシー）（総務省、文部科学省から現状説明）
・「課題と論点の整理」論点４（青少年有害情報）
・工程表の進捗状況（こども家庭庁等）
第３回：3/31
・第１回・第２回の御議論のまとめ
・第１回こどもとのセッション及びこどもへの意見聴取の御報告
・ヒアリング（クリエイター、事業者）
第４回：4/30
・「課題と論点の整理」論点３（フィルタリング）

→ 総務省におけるワーキンググループの御報告（工程表の進捗状況）
・工程表の進捗状況（総務省、経済産業省）
・「課題と論点の整理」論点５～８（事業者役割リバランス、実効性）

→ ヒアリング（学識者）
第５回：6月中旬（P）
・「課題と論点の整理」論点５～８（事業者役割リバランス、実効性）
・工程表の進捗状況（消費者庁等）
第６回：6/26（P）
・残る論点＋これまでの議論のまとめ（中間整理骨子案）P
・工程表の進捗状況（内閣府等）
第７回：7/30（P）
・中間整理 P

第１回：3/24
・SNS規制についてどう思う？

こどもとのセッション

第２回：7/22（未）
・大人の議論（WGの議論）につ
いてどう思う？

ワーキンググループ

青少年インターネット環境整備法改正WGのスケジュール



 すでにデジタルネイティブ世代であるこども達にとって、インターネットの利活用は、様々な情報を得て学びや新
たな価値観に触れる機会や、他者とのつながりの場等、その活用の意義は大きい。

 一方、SNSや動画配信サービス、オンラインゲーム、ライブ配信、アプリストア等の様々なプラットフォーム事業
者が台頭し、スマホの普及やGIGA端末の支給等を背景に、こども達が主体的にインターネットを利活用する社会
となったことで、こども達を取り巻くリスクはより多様化・複雑化している。

 このため、情報社会においてこどもをしっかり守り、こども達が将来にわたって幸福な生活を送ることができるよ
う、早急にインターネットの環境の整備を考える必要がある。

コンテンツリスク

消費者関連リスク

コンタクトリスク

コンダクトリスク

横断的なリスク

こども
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こどもを取り囲むインターネット環境について

学び

娯楽

他者との
つながり

違法・有害情報

犯罪や自殺などを誘引する
動画の視聴、

アダルトサイトや残虐な内容、
薬物情報の閲覧 等

先進技術の
リスク

性的DFPなどの
新たな技術の悪用を通じた

被害、加害 等

消費者
トラブル

オンラインゲームに関する
課金等のトラブル 等

有害な行動
※一見、有害には見えない行
動でも犯罪につながる可能性

いじめ、誹謗中傷、
迷惑動画や無断撮影動画の拡散、
他者の個人情報漏洩 等

有害な他者との
接触

セクストーション、
グルーミング、

闇バイト等犯罪への関与、
なりすまし、詐欺被害 等

重大犯罪等

有害な仕組み

便利な
機能

心身への
悪影響等

アルゴリズムによる情報の偏り、
無限スクロールによる長時間利用、
利用の低年齢化に伴う心身への影響 等



 問題の１つは、リスクが多様化していること。アルゴリズム等からも青少年を保護する必要があるので、法目的の
「青少年有害情報が多く流通している状況にかんがみ」のところももう少し幅を持たせる必要がある。

 法律制定当時の方針であった「学びながら使う」、つまり、使うことを前提として対策を考えるということ自体は今
でも妥当だが、「青少年有害情報を閲覧する機会をできるだけ少なくする」という受信側の話しかしていないことは
問題。インタラクティブ性というインターネットの特性に鑑み、「青少年の発達段階に応じて適切な利用をする」等
を目的に含めるべき。

 環境整備法制定当初は高校生くらいからしか出来なかった発信が、現在は小学生くらいから発信できるようになって
いる状況を踏まえて検討すべき。

 発信の中でも性的な画像や暴行の動画等に係る「拡散」が問題になっている。やはり、有害情報の閲覧だけではなく
発信や拡散の問題を捉えることが必要。

 法の目的において、フィルタリングが目的化した文章になっているため、フィルタリングを少なくとも手段の１つで
ある程度の位置づけに見直すべき。

 環境整備法第一条末尾の「青少年の権利の擁護に資すること」をこども基本法第一条の目的とリンクさせ、より手厚
く規定することも考えられる。

 現状、EMAのような仕組みがない中で、フィルタリングを柱にするようなアプローチにはかなり大きな限界があり見
直しが必要。

青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第１回）のまとめ①

【法の目的について】
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 民間事業者が担うべきモデレーションを実行性のあるものにするため、法律に規定して回る仕組みにすることが必
要ではないか。

 以前はEMAによってインセンティブを与えながらフィルタリング中心にこどもたちを守ってきたところ、EMAに代
わるような全体を俯瞰できる第三者機関が必要ではないか。

【法の基本理念について】
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【諸外国のSNS規制について】
 SNSを制限する際、SNSのどのリスクに注目して制限するのかについての議論も必要。閲覧だけなら良いのか、発信

がいけないのか等リスクが複数あると考える。
 こどもへのリスクをいかに特定するかは重要。この点、オーストラリアの立法やミネソタの立法において、依存症や

メンタルヘルス等へのリスクがいかに書かれているのか、また立法過程においていかに議論されたかを紹介いただき
たい。

 SNS規制を行うのであれば、年齢による認知的な問題やエビデンスをしっかり調べてから規制すべき。また、様々な
SNSがあるためSNS一律規制は無理がある。最低限オーストラリアがどのような根拠で指定のSNSを規制したのか参
考事例として調べるべき。

 SNSが居場所となっている小中高生がいることも事実であり、そのようなこどもたちに対して一律SNS利用を制限し
た場合の影響についても考慮した上で法令整備を行うべき。

 まず年齢認証の必要性の議論を行った上で、年齢認証の正確性をどこまで求めるかの議論を行った方が良い。実際、
年齢制限した後にどういう規律を課すかという話をしないと、年齢制限をどれくらい厳密にやるかとも議論しづらい。

 ある程度年齢で区切ってSNSの使用範囲を決めるべきではないか。
 年齢認証について、国としてマイナンバー制度を活用する等検討を進めていく必要がある。
 SNSを規制すべき年齢について、あらゆる可能性を考慮してこどもたちにとってベストな年齢で設定すべき。そうい

う意味でオーストラリアの事例は非常に参考になる。

青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第１回）のまとめ②



青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第１回）のまとめ③

 専用のウェブブラウザを使って制限する方法は無理があり、OS事業者が提供する保護機能をベースに考える必要が
ある。そのため、OS事業者の提供しているペアレンタルコントロール機能について検証した上で、日本の実態に応
じて最適化するよう日本側から改善を働きかける必要がある。

 いわゆるフィルタリングはアプリを使うか使わないかというところしかコントロールができない。アプリの中で有害
コンテンツがあったりすると、個別に遮断することはできないというところで大きな限界がある。

 不公正なアルゴリズムとは何か、日本の中で議論した上で明確化すべき。
 日本で違法なことについては事業者も対応するので、国内法として何が合法で何が違法か明確に提示すべき。
 必ずしも有害情報とは言えないコンテンツが次から次に流れるといったソーシャルメディアのアルゴリズム等の設計

に係るリスクも発生しており、これによる依存症やメンタルヘルスへの影響も無視できない。しかしながら、これら
の影響は従来型の問題と比べて捉えがたいため、実態調査や心理学的なエビデンスの取得が重要。

【その他】
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【大きな方向性】
 リテラシー向上の重要性は間違いなく、インターネット上の青少年保護は技術的保護手段とリテラシー向上のセット

であるべきであり、それが逆相関関係になるはず。リテラシーが上がれば、技術的保護手段のレベルは低くても良く、
リテラシーが低ければ技術的保護手段のレベルを高くする必要があるという関係。

 ネットの問題は、こどもの方がよく知っているという前提でリテラシー教育を考えていかないといけない。今まで保
護者世代と言っていたものを、大人全体に広げ、社会全体でのリテラシーの底上げを考える必要がある。

 交通安全教育のように、ネットについても日本中どこでも一律に教えることができるようにすべき。そのために、国
として方針を定めていくという議論も必要。

【教材等】
 リテラシー教材が豊富にあるが、たくさんあり過ぎてどれを選べば良いか分からないという問題が生じており、豊富

な教材をどのように使うか考えるべき。
 大変興味深いリテラシー教材がたくさんある中、こどもがそれを見ているのか疑問であり、例えばこどもが見ている

プラットフォームに紛れ込んでくる等の仕組みがあると良い。
 ネットは変化が速いので、作成したコンテンツは頻繁にアップデートする必要があるが、そこは関係省庁間で連携し

実施すべきではないか。
 教員含め教える側よりこどもたちの方が使い方は詳しいということがあるため、リテラシーについて教員が教える際、

研修を実施してから教えるのではなく、教員の質を上げていくという観点でも、教員もロールモデルのような形でこ
どもと一緒に学ぶと良いのではないか。

青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第２回）のまとめ①

【リテラシー向上について】
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【その他】
 情報活用能力を強化するための教育が不足しており、また不足しているという視点がなく、それを含めて検討できる

と良い。
 保護者のリテラシー格差がこどものリテラシー格差に直結しており、保護者のリテラシーが高い家庭ではこどもに対

するリテラシー教育がされていたり、フィルタリングの設定がしっかりされていると感じる。例えば、発達段階に応
じたフィルタリングの設定基準を国が決めておき、保護者が希望した場合のみフィルタリングを外したり追加したり
できるサービスがあっても良い。

 こどもたちはGIGA端末を持ち帰り家庭内でも使用しているため、GIGA端末の制御についても大きな課題として認識
すべき。

 GIGA端末や私用端末の使用にあたり、メンタルヘルスへの対策を社会全体で検討すべき。
 現在の情報空間をサバイブする能力をいかに構築しているかという課題は、全政府的な課題であるため関係省庁間で

の連携が不可避であり、情報共有等を行う「場」をいかに合理的に構築するかも重要な論点。

青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第２回）のまとめ②

【リテラシー向上について】

9

【青少年有害情報の「範囲」について】
 日本では昔からコミュニケーションが青少年有害情報としてフィルタリングの対象になっているにもかかわらず、現

在の例示規定はコンテンツリスクのみになっており、分かりやすさの観点で例示にコミュニケーションについても入
れた方が良い。

 違法情報としてすべて有害情報に取り込むことは場違いであるが、違法情報とされているものを青少年にとって有害
かどうかという観点から捉え直した上で、有害情報に位置付けることは必要。



青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第２回）のまとめ③

 環境整備法の目的がインターネット上の青少年に有害なものから青少年を守るということであれば、それは「情報」
に限られるものではなく、「機能」も必要ではないか。

 コミュニケーションが青少年の被害に繋がらないようにどう対応するかについて、例えば、完全に特定の機能を提供
しないのではなく、年齢に応じて提供するスピードを落とすことも、こどもを守るという意味で有効と思われる。

 最近では、直接有害情報に触れることよりも、レコメンデーション機能や、生成AIを用いたフェイク情報等に触れる
方が、青少年保護という観点で問題ではないか。そのため、情報だけではなく有害な機能についても議論すべき。

 例えば、長時間利用についても、何をもって長時間とするのか、また発達段階によっても異なるため、それを法律に
規定することは困難。

 「有害な機能」について議論していくことには賛成。アテンションや時間等を提供することも「取引」（消費者基本
計画）であるとすると、こどもからアテンションや時間を不当に搾取するような（非自発的に「提供」させるよう
な）サービス設計は、少なくとも「有害」と言えるのではないか。もちろん、線引きには難しさもあるため、議論に
は慎重さも求められる。

【オンライン上で「有害」とされる機能について】
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 例示か規定かについては対立利益を考えなくてはならず、特に他者の知る権利や表現の自由について考慮する必要が
ある。青少年有害情報の場合、こどもの発達段階において有害の範囲が異なり、外延が特定できない状態で、一律と
いう形で規定することは困難。

 青少年有害情報は、発達段階によって有害情報とされるものが変わるグラデーションのような形になっており、一律
基準としてここからが有害情報と設定することは困難。

 環境の変化が速いネットについて法律で具体的な例示をすると、規定を変えるのに時間がかかってしまい、新たな問
題が発生してしまう恐れがあるので、ガイドライン等で例示を具体的に示すという方法が良いのではないか。

 青少年有害情報を一律に決めることはできないので、関係者全体が関わるワーキンググループ、あるいは第三者機関
を立ち上げ、迅速な対応をしていく必要がある。

 例示かどうかについては、例示もしくは定義してどうするのかということと密接にかかわっている。こういう類のコ
ンテンツが有害であることを例示として示す、こういった延々と見続けることを助長する機能などは有害な機能であ
ると例示していって、その上で年齢確認義務を課し、青少年に対してはそういった有害情報、有害機能を踏まえた取
組を求めるということが例えば考えられる仕組みであるのだとすると、そこは例示ということになるのかなと考える。

青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第２回）のまとめ④

【どういう主体がどういう形式で有害情報等を示すべきか】
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【工程表進捗状況（こども家庭庁主務の論点について】
 性的ディープフェイクについては個人的に相談を受けることが多い。学校に対する調査を行うのか、実態把握をした

上でどのような対応が必要なのか早期に考えるべき。
 メンタルヘルスに関する調査が圧倒的に少なく、SNS全般について調査を実施すべき。
 性的ディープフェイク含め、環境整備法の外の話についても、関係省庁で積極的に検討してほしい。メンタルヘルス

についても、継続的に取り組まないと影響が見えないのではないか。
 各取組について、定期的に広く国民が分かる形でアウトプットを公開することが重要。



 日本において有害な機能、特に長時間利用については議論していった方が良い。研究で100%因果関係を証明するこ
とは恐らく永遠に無理で、必ず対極の研究結果が出てくるが、安全性を考えて、重大な影響が生じる前にストップさ
せるという考え方も必要。

 こどもは自分が関わることについて自己決定の権利があるという観点を考えると、例えば無限スクロール機能により
長時間利用につながることは、こども自ら考えたり決定したりする権利が阻害されていることから、自分の意図に沿
わずに長時間見せられているという「搾取」という側面も出てくる。

 オーストラリアの議論においてco-designという考え方があり、はっきりとは分からないが、規制の枠組みを考える
と若者の意見を取り入れろという趣旨のように見える。本ワーキンググループでもこどもの意見を聴いているが、こ
どもがどう考えているのか、きちんと聞いた方が良い。

 オーストラリアは年齢認証が複雑で段階的な認証を行っており、すごく手間をかけている。また、オーストラリアの
こどもが年齢制限を回避しSNSを利用して起きる問題意識は、日本において、フィルタリングでSNSを禁止すること
を検討したときに起きた問題意識と同様。

青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第３回）のまとめ

【第１回・第２回の御議論まとめ】
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【こどもとのセッションについて】
 こどもとのセッションに参加した学生はデジタルリテラシーが非常に高い学生が多かったと思うので、他の意見も聞

いてみたい。
 あきとんとん氏の話やこどもとのセッションに参加した学生の話を聞いて、色々なこどもたちがいることが浮き彫り

になったと感じた。
 こどもに対してSNSを規制すべきか聞くと、自分よりも下の年齢のこどもに対して規制すべきという意見が必ず出て、

自分が規制の対象になるのは違うと考えているのが特徴的。

【その他】
 デフォルトで青少年保護に係る設定がされていることが非常に重要なのではないか。そういう意味で、グーグルにお

いて、年齢に応じてデフォルト設定がされていることは非常にいい方向。



 『OS事業者が提供するペアレンタルコントロール機能を、キャリアフィルタリングと同様の「技術的保護手段」と
して義務づけるべきではないか。』という方向性について賛成。OSの機能でフィルタリングを設定すると、携帯電
話事業者が提供する以上の範囲でフィルタリングが機能することになるため、OSの機能で対応していった方が良い
のではないか。そのためにもOS事業者がどのように制限をかけているか透明性を確保すべき。

 フィルタリングは今の時代に合っていないという点について同感であり、今の時代に合った制限が必要。

青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第４回）のまとめ①

【フィルタリング機能の改善】
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【プラットフォームサービスの設計上の青少年保護措置】
 年齢確認については自己申告では限界があるため、プライバシー等の配慮が必要ではあるが、サービスを利用してい

る中での年齢確認も必要。また、年齢確認を誤りサービスを止めてしまった場合にどうするかという問題もある。
 AppleやGoogleの年齢情報確認のように、マイナンバーカードでも「18歳未満」等具体的な生年月日が必要ない、幅

のある形で年齢情報を提供することはできないのか。マイナンバーカードを限定的に活用するというのは一案。
 年齢確認や保護措置のデフォルト設定等、フィルタリングに留まらない総合的な取組について、誰か一つの主体が過

度な負担にならないよう、役割分担を考えながら制度設計していくことが重要。
 総務省の議論の方向性について賛同。多様化したリスクをカバーしていくことが重要であり、それに対応するためリ

スク評価やペアレンタルコントロール機能が必要。ただし、リスク評価については誰が評価を行うのか等ガバナンス
の仕組みについて議論する必要がある。

 以前は第三者機関のEMAがリスク評価と安全設計の部分を担っていたところ、法的なエンフォースメントがないまま
制度を走らせてしまったためEMA自体が続かなかった。共同規制の仕組みはとても重要であり、設計上エンフォース
メントをどう利かせるかが重要。



 日本においてIARCに基づくレーティングがされているゲームが出回っているが、IARCには日本の加盟団体がないの
で、IARCのレーティングの基準が日本基準になっていないことが問題。日本の団体もIARCへの加盟を検討した方が
良いのではないか。

 オンラインゲームにおけるアダルト広告に関しては、海外事業者が広告を出していることが多く、日本の業界団体の
自主規制ではカバーできないため、広告を行う流れの中で制限すべきではないか。

 スマートフォンにおいては、デフォルトで保護措置を行う等の議論が進んでいるところ、ゲーム機については引き続
き保護者の判断で良いのかという点も含めて実態把握をすべき。

青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討WG御議論（第４回）のまとめ②

【工程表進捗状況（経済産業省主務の論点について）】
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 フィルタリングソフトの改善やPF事業者の青少年保護に関するサービス提供上の工夫の更なる促進を図る方策についてどう考えるか。
 有害情報の閲覧機会をできるだけ少なくするための保護者や本人の同意を前提とした技術手段にどのようなものがあるか。
 ペアレンタルコントロール機能の実装に向けた措置等、PF事業者やOS事業者の取組を促すことについてどう考えるか。

「課題と論点の整理」において総務省が主担当とされた主な事項

プラットフォームサービスの設計上の青少年保護措置
 プラットフォームサービスはサービス毎に設計・特性が異なることから、各事業者に対し、サービスのリスクの評価と、当該リスクに対
応する機能制限・保護措置（使用適正年齢を含む）及び必要なリテラシーの公表を求め、それを再評価すべきではないか。

 一律の使用年齢制限をかけることは望ましくないのではないか。各事業者が設定する使用適正年齢については、保護措置の前
提となるものであり、設定理由及び年齢確認の手法等についても、リスク評価の一環として公表を求めるべきではないか。また、
年齢確認については厳格化も検討すべきではないか。

 プラットフォーム事業者が提供する保護措置は、初期設定（デフォルト設定）とすることが適切。保護措置がない、若しくは初期
設定とされていない場合、改善を促す枠組みが必要ではないか。

ICTリテラシーの向上
 多種多様なサービスが存在し、求められるリテラシーが多様化していることから、
事業者の取組や技術的な保護措置の利用を促すことも重要ではないか。

 保護者・教職員という枠にとらわれない「大人」のリテラシー向上も必要。

フィルタリング機能の改善
 OS事業者が提供するペアレンタルコントロール
機能を、キャリアフィルタリングと同様の「技術的
保護手段」として義務づけるべきではないか。

総務省 青少年保護WGにおける主な議論（第１回～第４回）

 こどもの安心・安全の確保を前提に、情報アクセスと利用制限のバランスが必要。
 環境整備法は、スマホ普及に伴うリスクの多様化といった現代のメディア環境に対して限界がある。
 こどもの利用に当たっては、保護者と事業者の双方に責任があり、相互作用が大切。
 技術的保護措置だけでなく、リテラシー向上も含めた新しいテクノロジーを使える環境の整備が大事。

共通認識

※総務省「ICT活用のためのリテラシー向上に関する検討会」において検討

⇒評価すべきリスク項目や、各主体に求める事項の実効性の担保方法については、「課題と論点の整理」の
その他の論点と併せて、こども家庭庁有識者会議において議論を継続していく予定。 15

【参考】

「青少年インターネット環境整備法の在り方等に関するに関する検討WG」(第4回)
資料１ 総務省における「課題と論点の整理」に基づく検討状況報告（抄）
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